




【資料5】  

身体障害者補助大法の施行状況等について  

1 身体障害者補助大法（以下「法」という。）の施行状況や、関係者の意見及び要望  

を何うことを目的に、関係団体へのアンケート及び意見交換等を実施した。  

（1）身体障害者補助大法に関するアンケートの実施   

法の施行状況等を把握するため、指定法人、訓練事業者、自治体を対象にアンケー  

トを実施。（平成17年9月）   

集計結果は別添（∋～③のとおり。  

（2）関係団体からの要望書の受理   

法の見直し・改正について、以下の団体から要望書の提出を受けている。  

○（財）アイメイト協会   

○身体障害者補助大法改正対策使用者団体連絡協議会   

○全国盲導犬施設連 

○全日本聴導犬育成協会協議会   

○全国補助犬育成事業者会議  

（3）関係団体との意見交換 

法の施行に関し、以下の団体との意見交換を実施。（平成17年9月～平成18年2月）  

○身体障害者補助大法改正対策使用者団体連絡協議会   

○全 国 盲 導 犬 施 設  連 合 会   

○全日本聴導犬育成協会協議会  

○全国補助犬育成事業者会議   

○自治体〔9府県・3指定都市参加〕   

○指定法人〔4 団 体参加〕   

○全国生活衛生営業指導センター   

○（社）全国乗用 自動車連合会   

○（社）全国宅地建物取引業協会連 

○（財）日本賃貸住宅管理協会   

○（社）日本フードサービス協会   

○（株） ロ ー ソ ン  
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2 アンケート及び意見交換等を通じて得た意見・要望   

［補助犬に携わる関係者等からの主な意見・要望］  

使用者  

○職場・学校及び住宅への受け入れ義務化  

○補助大法に関する問題の救済機関（第三者機関）の設置  

○補助大受け入れ拒否に対する罰則の検討  

○補助大法の更なる啓発活動  

指定法人  

○訓練事業者と指定法人の役割の明確化  

○使用者への教育 

○自治体職員の補助犬への理解・知識の向上  

訓練事業者  

○認定基準の明確化  

○認定申請書類の統一  

○指定法人からの情報提供の必要性  

○孟lり練士の資格化  

○自治体職員の補助犬への理解・知識の向上  

○介助犬・聴導犬の育成事業の全自治体での実施及び拡大  

○使用者及び訓練事業者に対する支援の強化  

○啓発活動の増強（質及び量）  

○補助犬希望者への詳細な情報提供  

○補助大法に関する問題の救済機関（第三者機関）の設置  

○認定前の補助大の交通機関、施設等における訓練について  

都道府県・指定都市  

○認定基準の明確化  

○同伴を拒否出来る要件・範囲の明確化  

○職場・学校及び住宅への受け入れ義務化  

○使用者への教育（使用者の義務、マナー等）  

○訓練士の育成及び技術向上  

○補助犬育成事業における基準単価の提示  

○使用者及び訓練事業者に対する支援の強化  

○介助犬・聴導犬訓練事業（第二種社会福祉事業）の実施基準の明確化  

○啓発活動の増強（質及び量）  

○補助大受け入れ拒否に対する指導方法・罰則の検討  

受け入れ事業者  

○補助大使用者以外の一般の利用客への啓発活動  

○補助犬に関する情報提供の強化（社員教育等への活用）  
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